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平成２１年１１月２５日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号供託金還付請求権取立権確認請求事件（口頭弁論終結日平

成２１年１０月１９日） 

 

 

       判     決 

原告  国 

被告  有限会社Ｙ 

 

主     文 

１ 原告と被告との間で、札幌法務局平成２０年度金第●●号の供託金１７７万

１０００円につき、原告が還付請求権の取立権を有することを確認する。 

２ 訴訟費用は被告の負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 原告は、主文同旨の判決を求め、請求原因として次のとおり述べた。 

１ 原告は、札幌市所在の訴外株式会社Ａ（以下「Ａ」という。）に対し、平成２０

年５月７日の時点で、別紙租税債権目録⑴記載のとおり、納期限を経過した租税債

権（以下「本件滞納国税」という。）を有していた。なお、本件滞納国税について

は、現在も別紙租税債権目録⑵記載のとおり未納となっている。 

２ Ａは、訴外Ｂ株式会社北海道支店（以下「Ｂ」という。）との間で、平成１９年

１２月１２日、下記の内容の工事を請け負う契約を締結した（以下「本件請負契約

１」という。）。 

 

記 

工事名称 Ｃマンション設計変更工事 
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工事場所 札幌市 

工  期 平成１９年１２月１２日から平成２０年４月１８日まで 

工事内容 外壁タイル及び見切金物取合シーリング並びに未施工シーリング工事 

請負金額 ３５７万円（消費税相当額１７万円を含む。） 

支払条件 毎月２５日締切（出来高）、翌々月５日支払 

特  約 契約当事者は、あらかじめ相手方の書面による承諾を得ない限り、こ

の契約から生じる権利を第三者に譲渡することはできない。 

３ Ａは、Ｂとの間で、平成２０年３月２２日、下記の内容の工事を請け負う契約を

締結した（以下「本件請負契約２」という。）。 

 

記 

工事名称 Ｃマンション設計変更工事 

工事場所 札幌市 

工  期 平成２０年２月１２日から平成２０年３月２８日まで 

工事内容 取合シール追加変更工事他 

請負金額 ２６２万５０００円（消費税相当額１２万５０００円を含む。） 

支払条件 毎月２５日締切（出来高）、翌々月５日支払 

特  約 契約当事者は、あらかじめ相手方の書面による承諾を得ない限り、こ

の契約から生じる権利を第三者に譲渡することはできない。 

４ 原告は、平成２０年４月２１日、本件滞納国税を徴収するため、国税徴収法６２

条に基づき、本件請負契約１及び本件請負契約２に基づく各請負代金債権（以下「本

件各請負代金債権」という。）のうち、同年３月末日までの出来高分合計５６７万

円から既払金の２５２万円、協力会費４５００円及び互助会費５００円を控除した

残額３１４万５０００円の債権を差し押さえ、同日、差押調書をＢに送達した。 

５ 一方、Ａは、平成２０年４月２日、ＡがＢに対して有する「金２，４００，００

０円」の債権を、同月１日付けで譲渡した旨記載した債権譲渡通知書（以下「本件
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債権譲渡通知書」という。）をＢに内容証明郵便によって送付した。 

６ Ｂは、債権譲渡の効力が不明であり、真の債権者を確知することができないとし

て、平成２０年４月４日、法令条項を民法４９４条、被供託者をＡ又は被告として、

本件各請負代金債権のうち同日に弁済期が到来した６２万９０００円を札幌法務局

に供託した。なお、この供託金は、同月７日に被告が還付請求を行ったことにより、

既に支払済みとなっている。 

７ また、Ｂは、同じく真の債権者を確知することができないとして、平成２０年４

月３０日、法令条項を民法４９４条、被供託者をＡ又は被告として、本件各請負代

金債権のうち同年５月２０日に弁済期が到来する２５１万６０００円から、Ｂが同

年４月４日に立替払した労務費７４万５０００円を控除した１７７万１０００円を

札幌法務局に供託番号平成２０年度金第●●号をもって供託した（以下｢本件供託金

｣という。）。 

８ 原告は、本件滞納国税を徴収するため、平成２０年５月７日、国税徴収法６２条

に基づき、Ａが有する本件供託金の還付請求権を差し押さえ、同月９日、差押調書

を札幌法務局供託官に送付した。その結果、原告は、国税徴収法６７条に基づき、

本件供託金の還付請求権の取立権を取得した。 

９ 本件債権譲渡通知書の「譲渡債権の表示」欄には、「金２,４００,０００円、貴

社より発注を受けた平成２０年３月３１日現在、請求すべき金額」との記載がなさ

れているにすぎず、譲渡債権が特定されていないので、被告が、Ａから、本件各請

負代金債権の一部として２４０万円を譲り受けていたとしても、本件債権譲渡通知

書によって、民法４６７条２項の対抗要件を備えたことにならないので、上記の債

権譲渡を原告に対抗することはできない。 

10 工事請負契約に基づく債権について譲渡禁止特約が付されることが一般的である

ことは、建設業者や金融業者には周知のことであるところ、被告は、会社の設立目

的に、内装設備工事、ガス配管工事、室内電器配線工事の設計・施工・請負を掲げ

ている会社であり、また、本件に至るまでに、被告代表者が、Ａに対して多額の融
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資をしていると申し立てた経緯がある。このような事実を前提とすれば、被告が、

Ａから、本件各請負代金債権の一部として２４０万円を譲り受けていたとしても、

本件請負契約１及び本件請負契約２には、譲渡禁止特約が付されており、被告は、

本件各請負代金債権の譲渡が制限されていたことを知っていたか、仮に知らなかっ

たとしても重大な過失があるというべきであるから、民法４６６条２項により、本

件各請負代金債権を取得することができない。 

11 原告が、本件供託金に対する取立権を行使して本件供託金の払渡しを受けるため

には、原告と被告との間で、原告が、上記の取立権を有することの確認を求める必

要があるところ、被告はこれに応じない。 

12 よって、原告は、被告に対し、本件供託金の還付請求権の取立権を有することの

確認を求める。 

第２ 被告は、適式な呼出しを受けながら本件口頭弁論期日に出頭しないが、陳述した

ものとみなされる平成２１年５月１１日付け答弁書、平成２１年８月２４日付け準

備書面及び平成２１年１０月３日裁判所受付の「答弁書」と題する書面には、「１

原告の請求を棄却する。２訴訟費用は原告の負担とする。」、「譲渡禁止特約は知

りませんでした。」等の趣旨の記載がなされている。 

第３ 甲１号証の１及び２、２ないし４号証、５号証の１及び２並びに弁論の全趣旨に

よれば、請求原因１ないし９及び１１の各事実が認められる。 

上記事実を前提とすれば、被告は、本件各請負代金債権の譲渡が制限されていた

ことを知っていたと推認されるので、被告は、本件各請負代金債権を取得すること

ができないというべきである。 

一方、原告は、本件供託金の還付請求権の取立権を有していることが認められる

ので、原告は、被告に対し、本件供託金の還付請求権の取立権を有することの確認

を求める本件請求は理由がある。 
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札幌地方裁判所民事第５部 

裁判官  中山幾次郎 


